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研究要旨 

 本研究は、第 8期障害福祉計画における「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築」（以下、「にも包括」構築）分野の成果目標及び活動指標の見直しに資するこ

とを目的として、令和 5〜7年度の 3年間にわたり実施した。第 7期計画までの成果目

標・活動指標は精神科病院からの退院促進に偏り、指標値が都道府県単位でしか集計でき

ない等のため市区町村が取り組みの評価として活用しにくいという構造課題があった。 

 令和 5年度は、全市区町村アンケート（回答率 40.1%、n=700）およびインタビュー

調査により実態を把握し、「市町村にとって成果目標が縁遠い」「市区町村等で取り組む活

動が十分に指標化されていない」「計画策定過程における情報・助言の不足」という 3点

の課題を確認した。また、地域包括ケア領域の患者報告型アウトカム尺度 ASCOT SCT4日

本語版が精神障害当事者（n=397）において十分な信頼性・妥当性を有することを臨床研

究で示した。地域相関研究では、市区町村設置の保健所があることおよび「にも包括」協

議の場を年 6回以上開催していることが、市区町村職員の精神保健福祉相談困難感の低さ

に関連することを示した。また精神保健医療福祉分野のアウトカム評価の文献研究を行っ

た。 

 令和 6年度は、「にも包括」構築推進のためのロジックモデルを開発し、障害福祉計

画の役割や範囲を明確化した。活動主体を自治体（市町村）に設定し、最終アウトカムを

「精神障害の有無にかかわらず誰もが安心して自分らしく暮らせる」状態に置くロジック

モデルを構築した。自治体職員（10名、2グループ）および精神障害当事者（8名）への

インタビューで評価・修正を行い、現場実装可能性を確認した。また、協議会実態の地域

相関研究により、協議会設置市町村を「統合型」（21.8%）と「部分的連携型」（78.2%）に

類型化し、統合型は都道府県との連携や「にも包括」取り組み状況においても優れること

を示した。 

 令和 7年度は、過去 2年間の成果を基盤として自治体実装可能なツール群を開発し

た。(1) 昨年度のロジックモデルを改定し、入門編・アドバンス編からなる自治体職員向

けロジックモデル活用ガイドを作成した。(2) 広域アドバイザー19名へのヒアリング

（212コード、11カテゴリー）を経て、協議の場の運営プロセスを 6フェーズ（体制・基

本情報・地域診断・設計・運営・評価）で整理した「協議の場チェックリスト（市区町村

版）」を開発した。両ツールは中間アウトカムを整合させ一体的活用が可能な設計とし

た。(3) 国際標準のスティグマ体験評価尺度 DISCUS（Discrimination and Stigma Scale 

Ultra Short）日本語版を作成し、オンライン調査（n=353）によりスコア分布を確認する

とともに、より簡便な評価尺度を開発した。 

本研究の成果は、社会保障審議会障害者部会で第 8期障害福祉計画の活動指標候補とし

て「協議の場における目標設定及び活動状況の把握・評価」「心のサポーター養成研修実

施回数」などの指標の修正・追加の背景・根拠として行政政策に寄与した。ロジックモデ

ル活用ガイドと協議の場チェックリストは自治体が実践的に活用できる成果物として提供

され、今後の「にも包括」構築推進と指標の実質的機能強化に資するものと考えられる。 
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A. 研究の背景と目的 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ム」（以下、「にも包括」）の構築は第 5期障

害福祉計画から障害福祉計画の目標として位

置づけられてきた。第 7期計画の「にも包

括」分野の成果目標は、退院後 1年の地域平

均生活日数、1年以上の長期入院患者数、入

院後 3・6・12か月での退院率という都道府

県の医療計画と共通の指標である。これらは

精神病床から地域への移行促進に向けた指標

としては一定の意義をもつが、以下の 2点に

おいて「にも包括」の全体像を評価する指標

としては不十分と考えられてきた。第一に、

「にも包括」の理念は「精神障害の有無にか

かわらず、誰もが安心して自分らしく暮らす

ことができるよう、医療、障害福祉・介護、

住まい、社会参加、地域の助け合い、普及啓

発が包括的に確保」されることであり、これ

は退院促進にとどまらない広範な目標である

が、退院促進に偏った成果目標・活動指標は

その全体像を捉えるには不十分であった。第

二に、成果目標の算出に用いるデータは都道

府県単位でしか集計できないため、計画策定

と評価の主体である市区町村が適時に取り組

みの成果として活用することが困難であっ

た。本研究班では、これらの課題を出発点と

して、3年間にわたり次の 2つの目的のもと

で研究を実施した。（1）「にも包括」構築の

ために自治体が障害福祉計画で取り組むべき

事項と成果を整理し、市区町村が収集可能な

データや実施可能な調査にもとづいた評価指

標案を提案すること。(2) 患者報告型アウト

カムを含む評価指標の実装準備性を高めるた

めの基礎的研究を行うこと。 

 

B.方法 

3年間にわたり以下の研究を実施した。  

１）自治体の実態把握（令和 5年度）：第 6

期計画の策定状況予備調査（20自治体）を

実施後、全市区町村を対象とした「にも包

括」分野の成果目標・活動指標の設定状況等

に関するアンケート調査を実施した（都道府

県の障害福祉主管課を通じた配布）。さら

に、3自治体の担当職員（人口 1〜3万・20

万・中核市）へのインタビュー調査を行っ

た。２）精神障害福祉サービスの評価に関す

る国内外の文献レビュー（令和 5年度）：

Pubmed、Google Scholar等を用いて、精神

障害福祉サービスのアウトカム評価の方法・

指標に関する文献を探索的に収集・整理し

た。３）ASCOT（Adult Social Care 

Outcomes Toolkit）SCT4日本語版の妥当

性・信頼性検証（令和 5年度）：全国 22施設

の精神科デイケア・外来・障害福祉事業所に

おいて地域サービスを利用する精神障害当事

者（n=397）を対象に、ASCOT SCT4日本語版

の確証的因子分析、基準関連妥当性・構成概

念妥当性、内的一貫性（Cronbachのα）、再

検査信頼性（ICC）を検証した。４）市区町

村の精神保健福祉相談困難感に関する地域相

関研究（令和 5年度）：2020年に実施された

市区町村全国調査と政府統計のデータを統合

し、1005市区町村を単位として、精神科病

床の有無、福祉事業所数（人口比）、保健

所・精神保健福祉センターとの連携度、市区

町村設置の保健所の有無、「にも包括」協議

の場の開催回数と相談困難感との関連を、人

口・高齢化率等で調整した順序ロジスティッ

ク回帰分析で検討した。５）精神保健医療福

祉システムの現状整理（令和 6年度）：「にも

包括」と関連の深い、精神保健福祉法、医療

法、障害者総合支援法、障害者基本法、第 8

次医療計画、第 7期障害福祉計画、第 9期介

護保険事業計画等について文献レビューを行

い、専門家の意見を反映して精神保健医療福

祉システムのモデル図を作成した。６）「に

も包括」構築推進ロジックモデルの開発（令

和 6年度）：インプット、アクティビティ、

アウトプット、アウトカムを標準的な形式で

配列するロジックモデルを作成した。活動主

体を市町村主管課に設定し、最終アウトカム

を住民の精神健康と主観的な生活の質とし
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た。自治体インタビューと当事者インタビュ

ーにより評価・修正を行った。７）ロジック

モデルに関する自治体職員フォーカスグルー

プインタビュー（令和 6年度）：全国精神保

健福祉相談員会の理事等から選定した自治体

専門職 10名（都道府県 3名・政令市 1名・

中核市 2名・保健所設置市 1名・一般市町村

3名）に 2グループで各 2回のフォーカスグ

ループインタビューを実施した。８）精神障

害当事者インタビュー（令和 6年度）：障害

者雇用枠で勤務する当事者 6名および相談支

援従事者の当事者 2名に対してロジックモデ

ルのアウトカム等に関する半構造化面接イン

タビューを実施した。  ９）協議会に関する

自治体の実態調査（令和 6年度）：複数の公

的オープンデータを統合して市区町村を単位

とした地域相関研究を実施した。協議会設置

市町村（n=820）では潜在クラス分析、未設

置市町村（n=630）では探索的因子分析を行

い、地域特性との関連を分析した。10）ロジ

ックモデル活用ガイドの作成（令和 7年

度）：昨年度のロジックモデルを「にも包

括」構成要素と照合して改定した。ロジック

モデルに不慣れな自治体職員でも段階的に習

得できるよう、「にも包括」解説・ロジック

モデル基礎解説・入門編・アドバンス編・事

例編からなるガイド冊子を作成した。協議の

場チェックリストとの中間アウトカムを整合

させた。11）協議の場チェックリストの開発

（令和 7年度）： 政策資料・先行研究から第

一案を作成後、精神障害にも対応した地域包

括ケアシステム構築支援事業の広域アドバイ

ザー19 名へのヒアリングを通じて実践知を

収集・分析した。厚生労働省担当課、自治体

職員研修会での意見収集を経て最終版を完成

させた。12）スティグマ体験評価尺度の開発

（令和 7年度）： INDIGOネットワークの手

順に準じて、Discrimination and Stigma 

Scale Ultra Short(DISCUS)日本語版を、翻

訳・逆翻訳・フォーカスグループを経て作成

した。また DISCUSのもととなった DISC-12

スケール（Discrimination and Stigma 

Scale）をもとに簡便かつより多くの場面に

関するスティグマ体験の頻度を可視化できる

ツールを開発した。両尺度のスコア分布確認

のため、精神保健福祉手帳を有する 18〜65

歳を対象にオンライン横断調査（n=353）を

実施した。 

 

C.結果 

１）自治体の実態把握：全市区町村アンケー

トは 700市区町村（回答率 40.1%）から回答

を得た。国から示された成果目標を設定して

いると回答した市区町村は 17.4%にとどま

り、31.4%は成果目標の記載もなかった。指

標設定で困ることとして「市町村では適時に

算出できない指標が含まれている」が 67.7%

で最も多く、次いで「退院率など精神病床か

らの移行指標は市区町村の活動と関連させづ

らい」が 60.1%であった。インタビュー調査

の結果も踏まえ、市区町村が抱える課題とし

て「成果目標が縁遠い」「市区町村等で取り

組む活動が十分に指標化されていない」「計

画策定過程における情報・助言の不足」の 3

点が確認された。２）精神障害福祉サービス

の評価に関する国内外の文献レビュー：欧

州・米国・OECD の指標において医療的・客

観的指標が多い一方、患者・サービス利用者

による主観的指標の重要性が国際的に高まっ

ていることが確認された。英国では ASCOF の

枠組みで社会的ケアを医療と分けて利用者主

観を評価する仕組みが構築されており、日本

においても第 6期障害福祉計画からサービス

の質向上の視点が初めて盛り込まれたことを

確認した。３）ASCOT SCT4 日本語版の妥当

性・信頼性検証：397名が参加し、1因子構

造の適合度指標は良好であった

（RMSEA=0.028、CFI=0.989）。ASCOT SCT4日

本語版は健康関連 QOL（ρ=0.619）、ウェル

ビーイング（ρ=0.657）と有意な正の相関、

抑うつ（ρ=−0.657）と有意な負の相関を示

した。クロンバックのα係数は 0.76、ICC
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は 0.71（95%CI: 0.57-0.81）と良好な信頼

性が確認された。精神障害当事者における主

観的 QOLを簡便に測定できる尺度として有用

であることが示された。４）市区町村の精神

保健福祉相談困難感に関する地域相関研究：

1005市区町村の分析から、市区町村設置の

保健所があること（OR 0.22, 95%CI 0.09-

0.52, p<0.001）および「にも包括」協議の

場を年 6回以上開催していること（OR 0.65, 

95%CI 0.44-0.96, p=0.032）が、市区町村職

員の精神保健福祉相談困難感の低さと有意に

関連していた。精神科病床の有無や福祉事業

所数の人口比との有意な関連は示されなかっ

た。５）精神保健医療福祉システムの現状整

理 ：「にも包括」を包含する最下層レイヤー

に「精神医療」「障害福祉（精神）」「介護」

の 3領域を配置し、中央に都道府県・市町村

を配置した精神保健医療福祉システムモデル

図を作成した。精神疾患では医療と福祉が切

り離せない複雑な制度構造を可視化し、「に

も包括」に対する障害福祉計画の守備範囲と

役割を明確化した。６）「にも包括」構築推

進ロジックモデルの開発：インプット・アク

ティビティ・アウトプット・アウトカムをツ

リー状に配列した標準形式を採用し、最終ア

ウトカムを当事者・一般市民の精神健康と主

観的生活の質に設定した。自治体職員インタ

ビューから現場に根ざしたアクティビティ・

初期アウトカム候補を多数収集した。当事者

インタビューではリカバリーとスティグマ解

消の重要性が指摘された。モデルは概ね高い

理解可能性と受容性が確認されたが、住民体

験を含む指標収集の負荷や自治体の個別性へ

の対応が実装上の課題として挙がった。７）

協議会に関する自治体の実態調査：協議会設

置市町村（820市町村）の潜在クラス分析か

ら、統合型（21.8%）と部分的連携型

（78.2%）の 2類型を同定した。両クラス間

で人口規模・財政力指数・保健師数に有意差

はなく、運営形態は社会経済的条件に依存し

ないことが示された。統合型では「にも包

括」の取り組み状況や都道府県からのバック

アップを受けている事項において部分的連携

型より有意にオッズが高かった。協議会未設

置市町村（630市町村）の探索的因子分析で

は、設置障壁として合意形成プロセス・実施

体制・医療資源の 3因子が抽出された。医療

資源因子の課題認識は人口 10万人以上の市

町村で有意に高く、人口 10万人あたり保健

師数が多い市町村では医療資源課題認識が有

意に低かった。 

８）ロジックモデル活用ガイドの作成  

「にも包括」構成要素とロジックモデルの対

応関係を確認し、「精神障害を有する方等の

家族」を最終アウトカムの対象として追加す

るとともに、用語表記の統一等の改定を行っ

たロジックモデル（改定版）を完成させた。

ガイド（「自治体職員が学ぶはじめての『に

も包括ロジックモデル』」）は「心のサポータ

ー養成事業」を具体例にロジックモデルを解

説し、入門編・アドバンス編・事例編で構成

した。協議の場チェックリストの地域診断編

と中間アウトカムを整合させ、一体的活用が

可能な設計とした。９）協議の場チェックリ

ストの開発：「対話でつくる！『にも包括』

の協議の場チェックリスト（市区町村

Ver）」を完成させた。広域アドバイザーへの

ヒアリングから抽出した 212コード・11カ

テゴリーの実践知を踏まえ、協議の場の運営

プロセスを(1)体制編(2)基本情報編(3)地域

診断編(4)設計編(5)運営編(6)評価編の 6フ

ェーズに整理した。各フェーズに確認項目と

対話のヒントを付し、コアチームの認識共有

と運営改善を促す設計とした。10）スティグ

マ体験評価尺度の開発 ：オンライン調査

（n=353）では DISCUS 総合スコアの平均は

0.84±0.87で、過去 12か月に「少し」以上

の差別を体験した割合が 21.3〜50.0%（項目

別）であった。「精神障害があると知ってい

る人たちから」（50.0%）、「仕事を続けると

き」（44.3%）、「身の安全や安心に関するこ

と」（43.9%）の割合が特に高かった。新評価
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尺度のスコア平均は 0.64±0.84 で、44.7%が

「少し」以上の体験を報告した。 

 

D.総合考察 

本研究は 3年間を通じて、「にも包括」構

築分野の障害福祉計画に関する実態把握・理

論的枠組みの整備・実装ツールの開発という

流れで実施した。研究 1年目の実態把握から

確認された 3課題（成果目標が縁遠い・活動

が指標化されていない・情報・助言の不足）

は、その後の全研究の方向性を規定する重要

な発見であった。特に「成果目標が縁遠い」

という問題は、指標の技術的な問題にとどま

らず、障害福祉計画が「にも包括」構築全体

においてどのような役割を担うべきかという

本質的な問いに接続するものであった。この

問いに応えるために研究 2年目にロジックモ

デルを開発し、各種の自治体の取組や第 7期

の成果目標・活動指標が「にも包括」構築の

論理的プロセスのなかで、どのような位置を

占めることかを可視化した。ロジックモデル

の開発に際して、アクティビティの主体を自

治体（市町村）に固定したことは、自治体の

果たすべき役割を可視化し、事業化されてい

る活動だけでなく潜在的に必要なアクティビ

ティを収集する視点を提供した。当事者イン

タビューおよび自治体職員インタビューの双

方から住民の体験を中心とする最終アウトカ

ムへの支持が得られたことは、「にも包括」

の理念と現場の価値観が一致していることを

あらためて示している。研究 3年目に開発し

たロジックモデル活用ガイドと協議の場チェ

ックリストは、これらの理論的成果を自治体

が実践的に活用できるツールとして具現化し

たものである。両ツールの中間アウトカムを

整合させることで、協議の場の地域診断にお

いてロジックモデルが自然に参照される設計

とした点は、ツールの一体的普及と相乗効果

を期待させるものである。社会保障審議会障

害者部会において「協議の場における目標設

定及び活動状況の把握・評価」が第 8期計画

の活動指標候補として検討されるに至った経

緯には、本研究班の成果が間接的に寄与して

いると考えられ、一定の行政的意義を果たす

ことはできたと考える。患者報告型アウトカ

ムの実装に向けた研究については、ASCOT 

SCT4日本語版の精神障害当事者への適用可

能性と、スティグマ体験評価尺度の開発とい

う具体的進捗が得られた。「心のサポーター

養成事業」が第 8期の成果目標・活動指標候

補として検討されたことを踏まえると、ステ

ィグマ体験の定期的な調査・評価を障害福祉

計画の評価サイクルに組み込んでいくことの

意義は今後さらに高まると考えられる。今後

は、開発した評価尺度が各自治体の住民調査

等で活用され、自治体間比較や経年変化の把

握が可能になることが期待される。 

本研究の主な限界としては、開発したツー

ル群の現場での有効性の実地検証が今後の課

題として残ること、患者報告アウトカムを障

害福祉計画の成果目標として正式に位置づけ

るための制度的・技術的な課題が残ることが

挙げられる。今後は本ツール群を一体的に普

及させながら自治体での実装経験を積み重

ね、第 9期計画に向けた指標設計の議論に継

続して貢献していくことが重要である。 
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令和8年3月26日 
厚生労働大臣 殿 

機関名  国立精神・神経医療研究センター 

所属研究機関長 職 名 理事長

氏 名   中込 和幸 

次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。

１．研究事業名 障害者対策総合研究事業 

２．研究課題名 第 8 期障害福祉計画の精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に 
係る成果目標の見直しに資する研究

３．研究者名  （所属部局・職名） 公共精神健康医療研究部 ・ 部長 

（氏名・フリガナ） 黒田 直明 ・ クロダ ナオアキ

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み  審査した機関 
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
■ □ ■ 

国立精神・神経医療研究セン

ター
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：  ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一部

若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：    ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：   ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

28



29



令和 ８年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣  殿 

  機関名  国立保健医療科学院 

所属研究機関長 職 名  院長

 氏 名 浅沼 一成

次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業 

２．研究課題名  第 8 期障害福祉計画の精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る成果目

標の見直しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 医療・福祉サービス研究部・上席主任研究官 

（氏名・フリガナ） 森山 葉子・モリヤマ ヨウコ

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
■ □ ■ 

国立精神・神経医療研究セン

ター
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：  ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：   ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）

第８期障害福祉計画の精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る

成果目標の見直しに資する研究

分担研究報告書

自治体職員による「にも包括」構築へのロジックモデル活用を支援するガイドの作成

研究代表者：◯黒田直明（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）
研究分担者：◯森山葉子（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部）
研究分担者： 岡田隆志（福井県立大学 看護福祉学部）
研究協力者： 臼田謙太郎（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）

神川ちあき（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）
片岡真由美（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）
山口創生 (国立精神・神経医療研究センター地域精神保健・法制度研究部) 
三宅美智 (国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部） 
羽澄恵（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）

※〇＝執筆者

A. 研究の背景と目的

本研究班の目的は、第 8 期障害福祉計画

の「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築」（以下、「にも包括」構築）分野

における成果目標及び活動指標の見直しに向

けた実態把握、見直しの方向性を提案するこ

とである。

昨年度は、「にも包括」構築の全体と障害

福祉計画の果たす役割の関係を整理し、自治

体が実施する事業と成果目標・活動指標との

論理的連関を可視化するための「にも包括」

構築推進のロジックモデルを作成した。

今年度は、本ロジックモデルをさらに活用

しやすい形に改定するとともに、市町村を中

心とする自治体がロジックモデルを活用して

障害福祉計画の成果目標・活動指標と関連付

研究要旨

本研究は、第 8 期障害福祉計画における「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

（にも包括）」構築分野の成果目標・活動指標の見直し結果を踏まえ、自治体が活用しや

すいロジックモデルガイドを作成したものである。昨年度に作成したロジックモデルを基

盤に、「にも包括」を構成する要素との整合性を検討するとともに、市町村を中心とする

自治体職員が実際の事業立案や運営に活用できるガイドの開発を行った。

検討の結果、「にも包括」を構成する要素に含まれる事業は概ねロジックモデルで網羅

されていたが、構成要素はロジックモデルとは論理的性質が異なり、そのまま中間アウト

カムとして用いることは困難であった。このため研究班で中間アウトカムを再構成し、家

族支援の視点追加や用語の統一を行った。

ガイド作成では、ロジックモデルに不慣れな自治体職員でも理解しやすいよう、平易

な説明と段階的な学習構成を採用した。具体的には、「心のサポーター養成事業」を例に

ロジックモデルの基本を解説し、その後、ロジックモデルを観察して学ぶ入門編と、自治

体の事業を中間アウトカムに結び付けて整理するアドバンス編を設けた。また、自治体事

例や具体的アクティビティ例を掲載し、実務との接続を重視した。また本研究班が別途作

成した「協議の場チェックリスト」と中間アウトカムを整合させることで、地域診断や協

議の場運営とロジックモデルを一体的に活用できる構成とした。

本ガイドは、施策の論理構造の共有や関係者間のコミュニケーション促進を重視した

点に特徴がある。今後は、多様な自治体での活用検証や、当事者体験を中心とした最終ア

ウトカムを含む評価指標体系の整備が課題である。
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けて「にも包括」構築事業を立案・実施するこ

とを支援するガイド（資料 1）の作成に取り組

んだ。本報告では、このガイドの作成過程を記

述するとともに、成果物（自治体職員が学ぶは

じめての「にも包括ロジックモデル」）の特徴

について考察する。 
 
B.方法 
1) ロジックモデルと「精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステムを構成する要素」と

の関係の精査 
 昨年度作成したロジックモデルの活用可能

性をさらに高めるため、自治体現場で浸透し

つつある「精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステムを構成する要素」（以下、「にも包

括」構成要素）とロジックモデルの対応関係

を確認した。具体的には「精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築に係る検討

会（令和３年３月１８日）」報告書 1)（13-31
ページ）の「にも包括」構成要素の記述をも

とに、（１）昨年度報告書時点のロジックモ

デル（図１）の事業網羅性、（２）「にも包

括」構成要素がロジックモデルの中間アウト

カムとして利用できるか、について検討し

た。後者については、「にも包括」の構成要

素は「にも包括」構築に向けた要件として自

治体に周知されており、これらとロジックモ

デルの中間アウトカムを整合させることがで

きればすでに取組が進んでいる自治体におい

てもロジックモデルが導入しやすくなること

が期待された。 
 
2) ガイドの作成 
ロジックモデルガイドの作成は以下の手順

で実施した。最初にガイドの達成目標と想定

読者を設定し、章立てを決定した。班会議で

検討を重ねた上、研究代表者と分担研究者で

初稿を作成し、対面会議で内容の追加と削

除、記述の統一を行った。レイアウトとデザ

インは専門業者に委託した。自治体事例の作

成は、「にも包括」の構築に取り組んでお

り、ロジックモデルについても知識のある自

治体職員からアイデアを提供いただいた。ま

た、本研究班の今年度のもう一つの成果物で

ある精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築に向けた協議の場チェックリスト

（岡田分担報告）との相乗効果が持てるよ

う、中間アウトカムを整合させた。 
 
C.結果 
1) 精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムを構成する要素とロジックモデルの関係

の精査 
 ロジックモデルの事業網羅性については、

十分であると考えられた。すなわち、「にも

包括」構成要素として解説されていた事業は

ロジックモデルで収載しきれていた。むし

ろ、「にも包括」構成要素では、ロジックモ

デルには収載している精神健康増進の教育活

動の記載がなく、普及啓発活動についても強

調されていなかった。 
 一方、「にも包括」構成要素は、そのまま

のかたちではロジックモデルの中間アウトカ

ムとして配置できないと判断した。すなわち

各構成要素はロジックモデル上の位置付けと

して異なった論理的性質を持っており、中間

アウトカムの要件とした「地域の支援状況」

に対応している構成要素は、「住まいの確保

と居住支援の充実、居住支援関係者との連

携」、「つながりのある地域づくりと社会参加

の推進」に限られていた。他の構成要素につ

いては「地域精神保健及び障害福祉」、「精神

障害にも対応した地域包括ケアシステムにお

ける精神医療」は、「にも包括」構築のため

に取り組むべき領域の総称であった。「当事

者・ピアサポーター」、「人材育成」はロジッ

クモデルにおいてはインプットを表してお

り、中間アウトカムとしてそのまま活用する

ことができなかった。さらに「にも包括」の

協議の場は全ての構成要素の記述に登場する

一方、独立した構成要素とはされていなかっ

た。全体にアクティビティに関する記載が豊
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富であるが、それらのアウトカムについての

記載は少ない傾向があった。 
「精神障害を有する方等の家族」について

は、ロジックモデルでは最終アウトカムの対

象者に相当すると考えられたが、研究班版ロ

ジックモデルでは未収載であった。 
以上をまとめると、「にも包括」構成要素

はロジックモデルの中間アウトカムとしては

活用ができないものであり、中間アウトカム

は研究班で再構成した。ただし、①「精神障

害を有する方等の家族」はロジックモデルの

最終アウトカムの対象者として追加し、②用

語表記を「にも包括」構成要素とそろえる修

正を行った（図２）。 
 
2) ガイドの作成 
(1) ガイドの達成目標と構成 
昨年度のインタビュー調査を通じて「にも

包括」に精通した自治体職員をもってしても

ロジックモデル活用のメリットを理解いただ

くまでには相当の根気・労力を割いていただ

く必要があることが明らかになっていた。自

治体の通常業務ではあまり経験しない手順や

思考（ゴールから逆算する思考、自由度の高

さ、専門用語など）を習得していただくこと

が必要だからである。これらの習得を目標と

しガイドを進めてしまうと、ロジックモデル

活用の負担感にだけ注意が向かってしまい、

実際に活用しようという気持ちを失わせてし

まうことが容易に予想された。また、ロジッ

クモデルには「にも包括」として取り組む事

業の網羅性を意識したが、一方で自治体には

必ずしもロジックモデルに記載の事業を全て

網羅して取り組むことを求めるものではない

ことを伝える必要もあった。これらより自治

体職員のロジックモデル活用の準備性の多様

さに対応すべく、本ガイドは可能な限り平易

で理解しやすいことを全体目標とし、ロジッ

クモデルの基礎解説を具体的に丁寧に実施し

た。その上で、入門者と活用に関心のある人

をそれぞれに向けた実践記事を追加すること

とした。 
具体的な目次を図３に示した。 

 
「にも包括」に馴染みのない読者も想定

し、最初に「にも包括」の解説を記載した。 
ロジックモデルの解説は、障害福祉計画の

第８期「にも包括」構築分野の国指針でも成

果目標・活動指標として採用された「心のサ

ポーター養成事業」を具体例とし提示し、次

に多事業がツリー状に配列される「にも包

括」ロジックモデルの提示・解説を行った。 
続く実践編では、入門編とアドバンス編を

設定し、前者では研究班が作成した「にも包

括」ロジックモデルの観察を促し、ロジック

モデルの思考を体験していただくことを目的

とした。後者は、実際に自らの自治体のイン

プット、実施しているアクティビティをロジ

ックモデルに記入してもらい、それぞれのア

クティビティの目的がどの中間アウトカム

（研究班が提示）に向かうものであるかを矢

印で結ぶ作業を実施してもらうものとした。

初期アウトカムの設定作業もオプションとし

て記載した。 
実際に自治体職員にアドバンスト編に取り

組んでいただいた結果を研究班にフィードバ

ックしていただき、それをたたき台とした事

例編を用意することで、他の自治体での実施

可能性の向上をはかった。 
なお今回のガイドでは評価指標やそのため

の数値データの収集については、詳しくは取

り上げない方針とした（特に重要な事項のみ

を付録として収載した）。数値指標を付与す

ることは自治体にとっては事業成果を批判的
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に評価されることへの十分な備えを要求する

ことに等しい。数値指標を用いた評価は将来

的には必要なものであるが、ロジックモデル

にそって適切に事業評価するための要件（妥

当性、信頼性、反応性、コスト要件など）を

十分に満たすデータは現時点では殆ど存在し

ていない。不確かな数値評価を根拠に自治体

の新たな負担を招くことは避け、施策の論理

性の向上や目標意識の共有といったロジック

モデル活用のメリットをまずは優先的に伝達

することが重要であると考えた。 
 

(2) 精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築に向けた協議の場チェックリスト

との関連付け 
研究班であわせて作成した協議の場チェッ

クリストでは、協議の場の運営プロセスを①

体制編、②基本情報編、③地域診断編、④設

計編、⑤運営編、⑥評価編の 6 つのフェーズ

として整理している。 
両成果物を一体的に活用できるよう本ロジ

ックモデルガイドの中間アウトカムは、協議

の場チェックリストの③地域診断編と整合さ

せた。すなわち、住民の状態像を段階的に捉

えながら、精神保健、精神医療、障害者福祉

の各領域における支援体制が構築された状態

を中間アウトカムとして設定した。 
 
D.考察 

本ガイドは、単にロジックモデルの理論

や記載方法を解説するものではなく、自治体

現場における納得感や扱いやすさを重視して

いる。本ガイドでは、施策の論理構造を共有

し、関係者間で「何を目指しているのか」

「どの取組がどの状態変化につながるのか」

を理解できることを重視した。数値評価を前

面に出すのではなく、アクティビティとアウ

トカムの関係性を可視化し、自治体職員や関

係機関が共通理解を持ちながら議論できるコ

ミュニケーションツールとしての役割を重視

しているといえる、ロジックモデルに不慣れ

な自治体職員でも理解しやすいよう、多面的

な工夫を行った。昨年度のインタビュー調査

では、「にも包括」に精通した自治体職員で

あっても、ロジックモデルの考え方を理解

し、実践的に活用するまでには相当の負担が

あることが示唆されていた。このため、本ガ

イドでは平易な解説を行うとともに、読者の

準備性に応じて段階的に学習できる構成とし

た。具体的には、ロジックモデルを観察しな

がら考え方に慣れるための入門編と、自治体

事業を整理し中間アウトカムとの関係を検討

するアドバンス編を設けた。また、自治体事

例や具体的なアクティビティ例、初期アウト

カム案を掲載することで、抽象概念としてで

はなく、自らの実務と結びつけながら理解で

きる内容とした。 
本ガイドには、自治体職員や関係者に新

たな「気づき」を促し、「にも包括」構築を

前進させるための工夫を組み込んだ。例え

ば、自らの自治体で実施している事業をロジ

ックモデル上に配置する作業を通じて、既存

事業の全体像や取組みが実施されていない領

域を可視化できる。また、各アクティビティ

がどの中間アウトカムを目指しているのかを

検討する過程では、「この取組はどのような

状態変化につながるのか」「このアウトカム

は本当に重要なのか」といった新たな理解や

発見が生じることが期待される。さらに、推

進体制が一定程度整備されている自治体で

は、アクティビティが中間アウトカムに結び

つきつつある兆候としての初期アウトカムに

ついて、関係者間でブレインストーミングを

行うことも可能である。このように、ロジッ

クモデルを媒介としてコミュニケーションや

意識共有を促進し、チームの凝集性向上にも

寄与することが期待される。 
また、本ガイドは障害福祉計画との接続

を重視している。特に、第８期障害福祉計画

において成果目標・活動指標として位置付け

られた「心のサポーター養成事業」を具体例

として取り上げることで、自治体職員が障害
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福祉計画の構造や成果目標・活動指標の考え

方を理解しやすいよう工夫した。さらに、

「にも包括」構築に関する個別事業を単独施

策としてではなく、障害福祉計画全体の中で

どのような役割や意味を持つかという観点か

ら捉えられる構成とした。 
本研究班が別途作成した「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムの構築に向け

た協議の場チェックリスト」とロジックモデ

ルを関連付けたことにも意義がある。協議の

場チェックリストでは地域診断を重視してい

るが、本ガイドにおける中間アウトカムは、

複数のアクティビティの成果が統合され、地

域に包括的な支援体制が形成されている状態

を示すものである。そのため、中間アウトカ

ムを「あるべき地域の状態」と捉え、現状と

のギャップを把握することは、地域課題を診

断する上で合理的な方法と考えられる。両成

果物の中間アウトカムを整合させたことで、

協議の場の運営において自然にロジックモデ

ルが参照されることが期待される。また、協

議の場チェックリストの地域診断項目は、

「にも包括」構築支援事業のアドバイザーの

意見を踏まえて作成されており、現場での利

用可能性を重視した内容となっている。 
しかし、本ガイドは今後多くの自治体での

利用経験を重ね、有用性を検証し、継続的に

改定していく必要がある。特に、中間アウト

カムの設定については、地域特性や自治体規

模によって適切な粒度や内容が異なる可能性

があり、今後も検討を重ねる必要がある。ま

た、評価指標の不足は依然として大きな課題

である。本研究では実装可能性を優先し、数

値評価を前面に出さない構成としたが、今後

は研究者と自治体が協働して評価指標体系を

研究し、整備することが求められる。とりわ

け、当事者の生活実感や地域生活上の変化を

把握する患者報告アウトカムの実装研究など

と組み合わせながら、「にも包括」構築の成

果を適切に評価する方法論を検討していく必

要がある。 
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図１：昨年度報告書で掲載したロジックモデル 

 

 

図２：本年度の修正後のロジックモデル
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資料１：ロジックモデルガイド 

自治体職員が学ぶはじめての「にも包括ロジックモデル」は、国立精神・神経医療研究センター公共精

神健康医療研究部ホームページよりダウンロードできます。（https://www.ncnp.go.jp/nimh/pmh/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自治体職員が学ぶ「にも包括ロジックモデル」】イメージ 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
第８期障害福祉計画の精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る 

成果目標の見直しに資する研究 
分担研究報告書 

 
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた協議の場 

チェックリストの開発 
 

研究分担者：〇岡田隆志（福井県立大学）  
研究代表者：黒田直明（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）  
研究分担者：森山葉子（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部）  
研究協力者：臼田謙太郎（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）  

片岡真由美（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）  
神川ちあき（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）  
羽澄恵（国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）  
山口創生 (国立精神・神経医療研究センター地域精神保健・法制度研究部)  
三宅美智 (国立精神・神経医療研究センター 公共精神健康医療研究部）  
奈良麻結(国立精神・神経医療研究センター地域精神保健・法制度研究部) 

 
要旨 

3 年間を期間とする本研究の最終年度にあたる本年度は、第 8 期障害福祉計画に位置

付けられている「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」（以下、「にも包括」）

の構築」分野において、中核的役割を担う協議の場の運営に着目し、その質の向上に資

するチェックリスト（以下、CL）の開発を行った。 
第 8 期障害福祉計画では、協議の場における目標設定および活動状況の把握・評価が

活動指標として位置づけられているが、その評価方法は十分に具体化されておらず、実

施回数等の量的把握にとどまる傾向がみられていた。また、協議の場の運営方法が自治

体担当者の経験や力量に依拠していることから、運営の質にばらつきが生じていること

が課題とされていた。 
本研究では、政策資料および先行研究の整理に加え、精神障害にも対応した地域包括

ケアシステム構築支援事業に従事する広域アドバイザー19 名へのヒアリング調査を通じ

て、協議の場の運営に関する実践知を収集・分析した。その結果を踏まえ、協議の場の

運営プロセスを①体制編、②基本情報編、③地域診断編、④設計編、⑤運営編、⑥評価

編の 6 つのフェーズとして整理し、各段階において確認すべき事項と対話のヒントを組

み合わせた市区町村版 CL を作成した。 
本 CL は、単なる点検ツールではなく、コアチームによる対話を通じて運営の振り返

りと改善を促すことを特徴としており、協議の場の運営プロセスを可視化し、関係者間

の認識の共有を図る手がかりとなるものである。「にも包括」の構築においては、①運

営過程の可視化、②目標と評価の一体的把握、③関係者間の合意形成の促進、④地域の

実情に応じた運営の質の向上といった観点から、本 CL の活用意義が認められる。 
一方で、導入にあたっては、①対話の価値の共有、②業務負担との両立、③自治体間
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の体制差への対応、④都道府県による市町村支援への活用方法の整理といった課題が示

唆された。 
今後は、広域アドバイザー等を通じた周知およびモデル的な活用を進めるとともに、

運用過程の検証を通じて有用性の評価と改善を行う必要がある。また、本 CL の効果的

な活用に向けては、同研究班で作成したロジックモデルおよびガイドと併せて普及を図

り、「にも包括」の全体像と日々の取組との関係を可視化しながら実践を進めていくこ

とが重要である。 

A.研究の背景と目的 
近年、精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステム（以下、「にも包括」）の構築が

政策的に推進されている。とりわけ、第８

期障害福祉計画においては、「保健、医療

及び福祉関係者による協議の場における目

標設定及び活動状況の把握・評価」が活動

指標として位置づけられ、都道府県、障害

福祉圏域、市町村が連携しながら重層的な

支援体制を整備していくことが求められて

いる。 
このような動向の中で、協議の場は、地

域の実情を踏まえた課題の共有や取組の方

向性の検討、さらには活動の振り返りを行

う基盤として重要な役割を担っている。し

かし、これまでの障害福祉計画において

も、協議の場に関する指標は設定されてき

たものの、その評価方法については十分に

具体化されてこなかった。 
例えば、第６期計画以降、「協議の場に

おける目標設定及び評価の実施回数」が活

動指標とされてきた。しかし、協議の内容

や運営の質をどのように評価するかについ

ては明確な指針は示されず、その基準等は

各自治体の判断に委ねられていた。その結

果、実施回数や参加者数といった量的把握

にとどまっていることが指摘されてきた。   
実際、市町村における「にも包括」の取

組においては、協議の場の評価が困難であ

るという課題が指摘されており、現場から

はより具体的で実践的な評価手法が求めら

れていた。 
また、都道府県においても、市町村支援

の観点から協議の場の実施状況を把握する

必要があるが、従来の情報収集の枠組みで

は、活動の実態や課題を十分に捉え、支援

につなげることが難しいという実情があっ

た。こうした評価の困難さの背景には、協

議の場の運営方法自体が十分に共有されて

いないという構造的な課題がある。すなわ

ち、どの時期に何を議論すべきか、どのよ

うに構成員の意見を引き出し、地域課題の

解決につなげていくかといった具体的な進

め方が明確でない。そのため、担当者の経

験や力量に依拠している側面が大きく、こ

のことが協議の場の形骸化や実効性の低下

を招く要因の一つとなっていると考えられ

る。 
以上のような背景を踏まえ、自治体が自

ら策定した障害福祉計画の成果指標や活動

指標を着実に達成していくためには、協議

の場の活動の質を高めていくための具体的

な手立てが必要である。そこで本研究で

は、精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムにおける協議の場の運営を可視化

し、その質の向上に資するチェックリスト

（以下、CL）を開発することを目的とし

た。 
 
B.方法 
１．作成目的 
本 CL の目的は、①協議の場を運営する

都道府県・圏域・市町村が、その運営状況

を点検・確認できるようにすること、②都

道府県が市町村の協議の場の実施状況を把

握し、適切な支援を行えるようにすること
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の２点である。 
 作成にあたっては、普及啓発、地域移

行、医療機関との連携といった個別施策の

進捗管理ではなく、協議の場の運営プロセ

スそのものの評価を主目的とした。また、

自治体および構成員が自己点検に活用し、

他自治体との比較ではなく、自治体の過年

度との比較を通して、次年度の運営方針の

検討に資するツールとすることを基本方針

とした。 
２．作成手順 
本研究は、現場実践者および学識経験者

等の知見を踏まえ、関係者による検討と修

正を反復的に行いながら進めた。 
まず、「第７期障害福祉サービス等及び

障害児通所支援等の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針」や「自立支援協議会

設置・運営ガイドライン（令和６年厚生労

働省）」、「精神障害にも対応した地域包括

ケアシステム構築に向けた事例集」等の政

策資料および先行研究を整理し、「にも包

括」における協議の場の運営に関連する要

素を抽出した。これらをもとに、自立支援

協議会の運営評価の枠組み等を参考にしな

がら、研究班において分類・精査を行い、

第一案を作成した。 
次に、「にも包括」における協議の場の

運営評価に関する知見と具体例を収集する

ため、精神障害にも対応した地域包括ケア

システム構築支援事業に従事する広域アド

バイザー19 名を対象にヒアリング調査を

実施した。ヒアリングでは、各自治体にお

ける協議の場の運営状況や課題、評価に関

する困難さ、実践上の工夫等について聴取

し、その結果、計 212 のコードを抽出し

た。これらを分析した結果、「にも包括の

協議会の基準」「事務局のコアチーム体

制」「課題・目的・評価の一体化」等、全

11 のカテゴリーを生成した。 
ヒアリング前に作成した第一案は、一般

的なチェックリスト形式に基づき、項目ご

とに運営状況を確認する構成としていた。

しかし、ヒアリングにおいては、「やるべ

きことの羅列にならないこと」「誰が、い

つ、どのように活用するのかを明確にする

こと」「評価の着眼点が理解できること」

といった活用上の課題や工夫に関する意見

が多く得られた。このため、単なる評価項

目の提示ではなく、協議の場の運営過程に

沿って活用できる構成へと見直しを行っ

た。特に、協議の場が形式的な開催にとど

まる要因や、実質的な議論を促進するため

に必要な条件に着目し、内容の再構成を行

った。 
その後、研究班において複数回の検討を

重ね、中間とりまとめ案を作成した。これ

を厚生労働省主催の自治体職員向け研修会

において報告し、参加自治体からの意見を

収集した。これらの意見を反映させて第二

案を作成した後、研究班、厚生労働省担当

課、広域アドバイザーによる最終確認を経

て、構成の妥当性等を検討し、市区町村版

の「にも包括」協議の場 CL を完成させ

た。 
３．倫理的配慮 

 広域アドバイザーへのヒアリング調査に

ついては、国立研究開発法人国立精神・神

経医療センター倫理委員会の承認を受け、

実施した（承認番号 B2024-034） 
 

C.結果／進捗 
最終的にまとめた本 CL は添付のとおり

「対話でつくる！『にも包括』の協議の場

チェックリスト（市区町村 Ver）」という

名称にした。（資料１） 
特徴としては、「にも包括」事務局を含

めたコアチームが協議の場を進めていく際

の流れを想定し、時系列に沿って、各段階

で確認や協議、点検ができるよう設計した

こと。具体的には、コアチームの中で活用

できるように、協議の場の運営を、①体制

編、②基本情報編、③地域診断編、④設計
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編、⑤運営編、⑥評価編の６つのフェーズ

に区分し、各フェーズにおいて確認すべき

事項を具体的に盛り込んだ。①体制編で

は、協議の場の実効性を高めるための前提

として、庁内外の関係機関と連携したコア

チームの構築を重視し、官民協働による運

営体制の確保や、広域的な助言を得られる

仕組みの有無などを確認する項目を設定し

た。②基本情報編では、協議の場が「にも

包括」の理念に基づいたものとなっている

かを確認する観点から、目的や対象の共有

状況、構成員のバランス、当事者や家族の

参画機会などについて整理した。③地域診

断編では、協議の場の議論の前提となる地

域アセスメントに着目し、住民の状態像を

段階的に捉えながら、精神保健、精神医

療、障害者福祉の各領域における体制や課

題を把握するための視点を提示した。さら

に、④設計編では、地域アセスメントの結

果を踏まえた年度目標の設定と、それに対

応する活動指標や評価方法の検討を求める

内容とし、目標と評価を一体的に捉える視

点を強調した。⑤運営編では、協議の場に

おける実際の進行に焦点を当て、構成員が

主体的に意見を持ち寄り、議論を深めるこ

とができるような事前準備や進行の工夫、

情報共有の方法などを確認する項目を設定

した。⑥評価編では、年間の取組を振り返

り、その成果や影響を多面的に捉えるとと

もに、次年度の取組につなげていくための

整理や共有のあり方について示した。さら

に、チェック項目だけを見て達成状況を単

純に判断するのではなく、コアチーム内で

の意見交換や認識のすり合わせを促し、協

議の場の運営をより実質的なものへと発展

させることを意図した。具体的には、交わ

される対話に関するヒントを付して、そこ

での議論を残していけるように書き込める

様式としたことである。このような自らの

自治体の取組を振り返り、年度ごとの変化

や課題を把握できるような形式にすること

で、年度の進行に対応させており、自治体

担当者が年間を通じて活用できる実践的な

ツールとなるよう工夫した。 
 

D.考察 
１.作成の意義 
各自治体において「にも包括」の構築を

推進していくうえで、協議の場は中核的な

役割を担うと考えられる。しかし、その運

営方法は自治体担当者の経験や力量に依拠

する側面が大きく、運営の質にばらつきが

生じやすいことが課題とされてきた。 
こうした状況の中で、協議の場の運営プ

ロセスを可視化し、コアチームを中心とし

た複数の関係者による協働的な運営を促す

本 CL を策定したことは、協議の場の質の

向上および一定の平準化に寄与するものと

考えられる。さらに、運営の各段階におい

て対話を促す構造としたことで、地域の実

情に応じた議論を深める手がかりとなるこ

とが期待される。 
２.導入にあたっての課題 
一方で、本 CL の実装にあたっては、い

くつかの課題が想定される。 
第一に、形式的な確認作業にとどまり、

対話の深化につながらない可能性である。

本来の目的は、項目の達成状況を判定する

ことではなく、コアチーム内の認識をすり

合わせ、目標や課題、運営方法を明確にし

ていくことにあるが、その意図が十分に理

解されなければ、形骸化する恐れがある。 
第二に、対話の価値が十分に共有され

ず、導入の意義が理解されない可能性であ

る。自治体職員を含むコアチームのメンバ

ーは日常業務が多忙であり、その中で対話

の時間を確保することは容易ではない。そ

のため、対話の機会そのものが協議の場の

質を高めるうえで重要であるという認識が

関係者間で共有されなければ、過度な負担

感を抱き、導入に前向きになれなくなる可

能性がある。 
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第三に、自治体ごとの体制や経験の差異

により、活用の程度にばらつきが生じる可

能性である。特に、協議の場の設置から間

もない自治体においては、コアチームの編

成自体が困難であり、本 CL の導入が進ま

ないことも想定される。 
第四に、都道府県による市町村支援への

活用という観点である。都道府県には市町

村の取組を支援する役割が求められている

が、現行の CL は市町村の協議の場の状況

把握には活用できる一方で、その結果を踏

まえて広域的な視点から助言や支援につな

げるための具体的な活用方法までは十分に

整理されていない。 
3．今後の展開 
これらの課題を踏まえ、今後は本 CL の

実装に向けた検証を進めていく必要があ

る。具体的には、精神障害にも対応した地

域包括ケアシステム構築支援事業における

広域アドバイザー等を通じて周知を図り、

担当する自治体においてモデル的な活用を

試みることが現実的な方法と考えられる。

その導入過程において、活用状況や有用

性、協議の場の運営の変化などを把握し、

実践に即した評価を行うとともに、必要に

応じて項目や構成の見直しを行っていくこ

とが求められる。 
さらに、本 CL を有効に活用するために

は、「にも包括」の全体像を踏まえた理解

が前提となる。協議の場は個別の取組の集

積ではなく、地域における支援体制全体の

構築に向けた基盤であることから、目指す

状態像を関係者間で共有することが不可欠

である。 
そのためには、同研究班で作成したロジ

ックモデルおよび説明用ガイド（自治体職

員が学ぶはじめての「にも包括ロジックモ

デル」）と併せて活用し、目指す姿と日々

の取組との関係性を可視化しながら議論を

進めていくことが重要である。 
今後は、これらのツールが一体的に普及

していくことで、協議の場の運営を通じた

「にも包括」の構築が、より実効的に進展

することが期待される。 
 

E.健康危険情報 
なし 
 
F.研究発表 
1.論文発表 
なし 
2.学会発表 
なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得 
なし 
2.実用新案登録 
なし 
3.その他 
なし 
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資料１：対話でつくる！「にも包括」の協議の場チェックリスト 市町村 Ver 
国立精神・神経医療研究センター公共精神健康医療研究部ホームページよりダウンロード

できます。（https://www.ncnp.go.jp/nimh/pmh/） 
 
 
【対話でつくる！「にも包括」の協議の場チェックリスト 市町村 Ver イメー
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A. 研究の背景と目的

「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築」（以下、「にも包括」）では、

「精神障害の有無にかかわらず、誰もが安心

して自分らしく暮らすことができるよう、医

療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就

労など）、地域の助け合い、普及啓発（教育

など）が包括的に確保」することが政策

目標である。各自治体は地域の支援者や当事

者への意見聴取や質問紙調査等で定期的に現

状のモニタリングを行う必要がある。

障害福祉計画や障害者基本計画の策定にあ

たっては、自治体が住民にアンケート調査を

実施することが一般的であるが、自治体が独

研究要旨

本研究では、精神障害をもつ当事者がスティグマに遭遇した経験を測定する尺度 The 
Short version of the Discrimination and Stigma Scale–12 (DISCUS)の日本語版を作成するととも

に、さらに簡便にスティグマ体験を評価できる尺度を作成した。

DISCUS 日本語版の作成にあたっては、まず日本語に翻訳し、次に逆翻訳の結果にもと

づいて必要に応じた改訂をした。最後に精神科で治療中の 18～65 歳の者 7 名に対するフ

ォーカスグループインタビューを通して翻訳表現のわかりやすさ・うけいれやすさを聴取

して改訂し、最終版とした。

新たに開発した尺度については、DISCUS を参照しながら独自に作成し、フォーカスグ

ループインタビューで DISCUS と並行して意見を聴取して改訂し、最終版とした。さら

に、精神障害者保健福祉手帳を有する 18～65 歳に対し、DISCUS と新たに開発した尺度

への回答を、オンライン調査会社を介して収集した。

DISCUS 翻訳については、「不公平な」を「不当な」、「扱われた」を「扱いを受けた」

等に改訂された。新たに開発した尺度は DISCUS に準じて作成・改訂した。オンライン

調査では、353 名が解析対象となった。DISCUS の総合スコアと新たに開発した尺度のス

コアの平均は、それぞれ 0.84±0.87 点、0.64±0.84 点だった。過去 12 か月間で不当に扱

われた経験は、DISCUS の各項目では 39.6%～59.1%が「少し」以上あると、新たに開発

した尺度では、44.7%が「少し」以上あると、それぞれ選択していた。

本研究では DISCUS 日本語版を作成するとともに、新たな尺度を開発した。今後、こ

れらの尺度が広く活用されることで、自治体等の調査負担の軽減と、当事者の視点に立っ

た政策評価に寄与することが期待される
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自に作成した質問項目が用いられていること

が多い。各自治体が妥当性・信頼性が担保さ

れた共通の質問項目を使用できるようになれ

ば、より客観的で正確な実態把握が可能とな

るだけでなく、自治体間の比較や複数の自治

体をまとめた都道府県全体の実態把握が可能

となる。 
「にも包括」の構築においては「差別や

偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的

な社会」の実現を重要な政策目標と位置付け

ており、第８期障害福祉計画の国指針におい

ては「心のサポーター養成事業」に関連する

成果目標と活動指標が新設された。このよう

な背景から本研究班では精神障害をもつ住民

が体験する差別やスティグマについて自治体

が実態を継続的に把握できる評価方法を検討

することとなった。 
今回、日本語版を作成した The Short 

version of the Discrimination and Stigma Scale–

12 (DISCUS)が挙げられる。DISCUS は、精

神障害がある当事者が、障害に伴って差別を

受けたと感じた経験を測定する自己報告式尺

度であり 1、妥当性・信頼性が確認されてい

る 1,2。英国の King’s College London で開発

され、同大学を母体とし精神障害がある当事

者へのスティグマ撲滅を目指す INDIGO 
network によりヨーロッパをはじめ世界各国

で翻訳されている 3。DISCUS のもととなっ

ているインタビュー形式尺度 the 

Discrimination and Stigma Scale–12 (DISC-12)は
4、イギリスやニュージーランドにおける政

府が関与した大規模アンチスティグマキャン

ペーン 5,6でも使用されており、国際標準の

アウトカム評価指標である。 

そこで、本研究では DISCUS を日本でも

使用できるよう翻訳し、集計を行うこととし

た。また各自治体等での住民調査での利用可

能性をより高めるため、DISCUS と DISC-12

をもとにさらに短く簡便な尺度を作成した。 

 
B.方法 

1. DISCUS とは 
 DISCUS は、過去 12 か月の期間で不当な

扱いを受けた経験の程度を様々な状況や相手

について問う。全 11 項目で構成され、各項

目について 5 つの選択肢（0.全くない・1.少
し・2.まあまあ・3.とても・あてはまらな

い）から最も近いものを選ぶ。なお、不当な

扱いを経験した期間ついては、必要に応じて

過去 12 か月の代わりに初めて精神障害を経

験して以降、もしくは任意の期間に変更して

もよい。 
 スコアの算出に当たっては、各項目の平均

得点を総合スコアとした。”あてはまらない”
は欠測として扱った。 
 
2. DISCUS 日本語版の翻訳 

本研究では、INDIGO network が求める

手順（https://indigo-
group.org/resources/stigma-measures/disc-
discus/, accessed in 2025.7.1）に準拠し、以

下の手続きで日本語版の開発および表面的妥

当性の検討を行った。 
① 翻訳 

 日本語を第一言語、英語を第二言語とする

者（黒田）が原版を翻訳してドラフトの日本

語版を作成した後、3 名（黒田・三宅・羽

澄）で日本語訳の適否について議論し、修正

を行った。 
② 逆翻訳 
まず、英語を第一言語、日本語を第二言語

とする者１名が、原版を閲覧せずに日本語版

を英語に逆翻訳した。次に、上記３名が原版

と逆翻訳版を見比べ、日本語版の必要な個所

について議論のうえ改訂を行った。 
③ フォーカスグループによる検討 

 翻訳された日本語版の言い回しがわかりや

すいか、受け入れやすいか等を確認するた

め、18～65 歳で精神科に通院中の当事者と

フォーカスグループインタビューを開催し

た。機縁法にて参加同意が得られた 7 名とフ

ァシリテーターとして上記 3 名の計 10 名
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で、60 分のフォーカスグループインタビュ

ーを開催した。教示文と各項目について、上

記の確認すべき 2 点を質問したうえで自由に

意見を述べる半構造化面接の形式で行った。

フォーカスグループで得た意見に基づいて日

本語版を再度改訂し、最終版とした。 
  
3. 新たな評価尺度の作成 

差別を受けた体験について、さらに簡便に

回答できるよう、新たな尺度を作成した。

DISCUS と DISC-12 をもとに過去 12 か月

に差別を受けた経験の程度 4 件法（全くな

い・少し・まあまあ・とても・あてはまらな

い）で問う設問と、「全くない」以外を選択

した場合は差別を受けた相手や状況を 21 項

目とその他の状況から複数選択する設問で構

成された。差別を受けた相手や状況について

は、DISCUS のもとになった DISC-12 下位

尺度を構成する 21 項目に対応している。

DISC-12、DISCUS、新たな評価尺度、それ

ぞれで聴取しているスティグマ体験は表 1 の

とおりである。 
DISCUS 日本語版翻訳の手順における②が

完成した段階で同様の文言で開発したうえ

で、③のフォーカスグループの際に、新たに

開発した評価尺度の文言についても同様に意

見を求め、必要箇所の修正を行った。 
 

4. 尺度スコアの集計 
 DISCUS と新たに開発した評価尺度のスコ

アを把握するため、クロスマーケティング株

式会社に委託してオンラインによる横断調査

を実施した。選択条件は①18～65 歳、②精

神保健福祉手帳を所持している、と回答した

者とした。一方、”以下の選択肢から D を選

んでください。（選択肢 A～D）”という設問

で D を選んだ者は、適切に回答していない

とみなし、解析から除外した。DISCUS の項

目すべてで”該当しない”を選択した者も、解

析ができないため除外した。 
 

5. 倫理面への配慮 
DISCUS の翻訳にあたっては、事前に開発

者の許諾を得た。 
本研究は、国立精神・神経医療研究センタ

ー研究倫理委員会の承認を経て実施した（承

認番号 No. A2025-012）。フォーカスグループ

については、事前に口頭及び書面で研究説明

を行い、書面で同意を得られた者のみが参加

した。また、あくまで参加者自身の経験では

なく当事者の一般論の経験として意見をうか

がうことが目的であることを強調し、侵襲性

を最小限にするよう努めた。オンライン調査

では、事前に書面で研究説明を行ったうえで

電磁的同意を取得した。 
  
C.結果 
1. DISCUS 日本語版の翻訳について 
 翻訳の段階では、専門用語に関する議論が

中心であった。例えば、「mental health 
problems」の翻訳は「精神障害」と「メンタ

ルヘルスの問題」のどちらが良いか議論さ

れ、本尺度では診断に伴うサービスに関わる

項目も多く意図する回答集団の範囲を明確に

することが重要との判断から、「精神障害」

を採用した。 
 逆翻訳の段階では、原版と逆翻訳版で異な

る英語表現がいくつか散見されたものの、逆

翻訳者に問い合わせたところ全て相互に置換

可能な語であったため、最初の日本語版の表

現が維持された。 
 フォーカスグループの段階では、わかりや

すさ、受け入れやすさの観点から複数の意見

が挙げられた。例として、「不公平」という

表現は比較対象が明確にある印象を受け漠然

とした体験の場合に回答しにくいとの意見か

ら”不当”に改訂した。また、「扱われた」と

いう表現は「扱いを受けた」のほうが主観的

な体験として捉えやすいとの意見を受け、改

訂した。さらに、わかりづらい表現や冗長と

いった意見から「就労」は「仕事」に、「原

家族」は「生まれ育った家族」に、「短大・
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専門学校、大学、仕事の研修、職業訓練課

程」は「学校や職場の研修」に、「病院や地

域生活でのプライバシーについて」は「例：

プライベートな手紙や電話、医療系記録、犯

罪全科歴のチェック」に、「（周囲から）避け

たり遠ざけられたり」は「（周囲から）避け

られたり距離を置かれたり」に、それぞれ改

訂した。 
なお、最終版は INDIGO network のホー

ムページ（https://indigo-group.org/resources/stigma-

measures/disc-discus/）にて登録手続きを行った

後、閲覧・使用が可能である。 
 
2. 新たな評価尺度の作成について 
 DISCUS と同様の文言については上記のと

おり改訂した。加えて、わかりやすさの観点

から「プライバシーの程度」を「プライバシ

ーが守られる程度」に、「保護者」を「養育

者」に、それぞれ改訂した。 
なお、公共精神健康医療研究部の黒田に個

別にメールすることで最終版の閲覧・使用が

可能である。 
 
3. 尺度スコアの集計 
 353 名が解析対象となった。年齢は 45.17
±10.69 歳で、308 人（57.6%）が男性だっ

た。手帳の等級は、1 級 17 人（3.18%）、2
級 290 人（54.2%）、3 級（43.4%）だった。 
DISCUS 総合スコアの平均は、0.84±0.87
点で、各項目では 21.3%～50.0%が「少し」

もしくはそれ以上の差別を体験したと回答し

た。特に割合が多かった項目は、「精神障害

があると知っている人たちから」（50.0%）、

「仕事を続けるとき」（44.3%）、「身の安全や安

心に関すること」（43.9%）だった。 

新たに開発した評価尺度の平均スコアは 0.64
±0.84 で、過去 12 か月間の差別を受けた体

験は 41.0%が「少し」もしくはそれ以上と回

答した。差別を体験した回答者においては、

「住居に関すること」（31.3%）、「精神障害

があると知っている人たちから」（28.5%）、

「恋愛関係や親密な関係になるとき 」
（24.0%）の割合が特に多かった。 
 
D.考察 
 本研究では、精神障害をもつ当事者が経験

したスティグマを測定する尺度 DISCUS の

翻訳と集計を行うとともに、DISCUS と

DISC-12 をもとに簡便かつほかの障害がある

当事者でも測定可能な尺度を開発した。両尺

度は、地域における障害がある人のスティグ

マ体験の総合的な程度と場面ごとの頻度を同

時に把握でき、障害福祉計画や障害者基本計

画等におけるスティグマ低減の取り組みの立

案・政策評価・地域の協議会運営に活用でき

ると期待される。スティグマ体験の状況につ

いて国際比較を想定する場合は DISCUS
を、回答者の負担に配慮した簡便な調査では

新たに開発した評価尺度を活用すると良いと

考える。 
 フォーカスグループに参加した当事者は、

本質問紙に回答者する人が自らの主観的体験

にもとづいて安心して率直な回答ができるよ

うに表現の修正を求めていた。フォーカスグ

ループの意見を反映したことにより、わかり

やすさのみならず、回答する当事者にとって

心理的負担の少ない表現になっていることと

期待する。 
 集計については、DISCUS 総合得点より新

たに開発した尺度のほうが低く、「全くな

い」の割合も多かった。これは、新たに開発

した評価尺度には DISCUS と異なり「該当

しない」の選択肢が存在しないことが一因の

可能性がある。また、新たに開発した尺度に

基づくと、本研究に参加した精神保健福祉手

帳保持者のうち 44.7%が過去 12 か月の間に

スティグマを体験したと感じており、精神障

害を持っていると知っている相手からの差別

や仕事の継続や住居関連、身の安全に関し

て、恋愛や親密な関係の構築の場面で特に体

験しやすいことが示唆された。 
本研究は小規模のオンライン調査でデータ
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を収集したため、結果の代表性に限界があ

る。オンライン調査の参加者はインターネッ

ト環境と居住環境が充実した都市部在住の者

に偏りやすいことが指摘されている 7。よっ

て、日本の現状を表す値として捉えるのは控

え、本研究で開発された尺度を用いて実際に

各地域の住民を対象とした調査を今後実施し

ていくことが重要といえる。 
 
結語 
本研究では、当事者の視点から表現のわか

りやすさと受け入れやすさを考慮しながら、

精神障害をもつ人のスティグマ体験を測定す

る国際的な評価尺度の日本語版を作成すると

ともに、同様の情報をさらに少ない質問項目

収集できる新たな尺度を作成した。これらの

尺度が自治体の障害福祉計画等の運用で活用

され、当事者の視点に立った政策評価が実装

されることを願っている。 
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G. 知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得 
なし 
2.実用新案登録 
なし 
3.その他 
なし 
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表 1. 各尺度で聴取している項目 

 DISC-12 DISCUS 新たな評価尺度 

【場面】    

友人関係を作ったり、続けたりするとき  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

恋愛関係や親密な関係になるとき  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

仕事を見つけるとき  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

仕事を続けるとき  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

公共交通機関を利用するとき  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

福祉給付金や障害年金を取得するとき  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

余暇を過ごすとき  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

からだの健康のケアを受けるとき  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

子供の養育者としての役割をはたすとき  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

宗教上の活動を行うとき  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

【事柄】    

住居に関すること  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

教育に関すること 5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

結婚や離婚に関して 5 件法 – 複数選択の 1 つ 

家族や子供を持つこと  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

身の安全や安心に関すること 5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

プライバシーが守られる程度について 5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

【相手】    

近所の人たちから  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

家族から 5 件法 – 複数選択の 1 つ 

警察から  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

障がいの支援に関わる専門のスタッフから  5 件法 – 複数選択の 1 つ 

障がいがあると知っている人たちから  5 件法 5 件法 複数選択の 1 つ 

    

総合的な体験 – – 4 件法 

DISC-12, The Discrimination and Stigma Scale–12 

DISCUS, The Short version of the Discrimination and Stigma Scale–12 
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